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国家公務員の配偶者にかかる扶養手当の在り方についての意見

於：人事院「扶養手当の在り方に関する勉強会」

年 月 日2015 12 8

日本国家公務員労働組合連合会(国公労連)

書 記 長 鎌 田 一

◆はじめに

１、職場からの意見の傾向

２、職員の生活に欠かせない手当

【資料① 「出産と子育てに関する調査」( 年、明治安田生活福祉研究所)】 2014

①－１「妊娠や出産を機に仕事をどうしたか」

・正社員・公務員 「退職した 「仕事を継続した 」72.9% 27.0%」

・派遣・パート 「退職した 「仕事を継続した 」91.4% 8.6%」

①－２「理想のライフステージ」

・子が保育所・幼稚園期「働きたい 」実際働くことができたのはその半数60.6%

85.4% 41.2%・子が小学生期 「働きたい 」実際働くことができたのは
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３、手当廃止は就労に結びつくのか

【資料②】平成 年版「働く女性の実情(女性労働白書)」(厚生労働省)より26

②－１「男女別非労働力人口と主な活動」(総務省労働力調査)

女 性 男 性

主な活動内訳 万人 万人2,908 1,581

1,484 51.0% 65 4.1%「家事」 万人 万人

315 10.8% 360 22.8%「通学」 万人 万人

1,109 38.1% 1,156 73.1%「その他(高齢など)」 万人 万人

②－２「労働力率(１５歳以上の人口に占める労働力人口)」(総務省労働力調査)

女 性 男 性

労働力人口 労働力率 非正規率 労働力人口 労働力率 非正規率

H26 2,824 49.2% 56.7% 3,763 84.8% 21.8%万人 万人

H16 2,737 48.3% 52.5% 3,905 73.4% 17.7%万人 万人

②－３「女性の有配偶者の労働力率(年代別)」(総務省労働力調査)

年代 歳～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 以上20 25 30 35 40 45 50 55 60 65

H26 50.0% 59.2 59.2 63.8 69.3 73.8 73.3 65.7 46.7 18.3

H16 39.5% 49.4 47.4 55.0 66.9 70.8 66.2 57.3 38.0 13.8
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４、目的と手段に違和感

【資料③ 「雇用構造に関する実態調査(パートタイム労働者総合実態調査)」】

(平成 年、厚生労働省)より23

③－１「パートで働いている理由」

「家計維持のため」 (女性 ) 「家計補助のため」 (女性 )26.2% 16.0% 56.0% 70.9%

同平成 年 (女性 ) 同平成 年 (女性 )18 22.7% 15.5% 18 53.9% 66.8%

同平成 年 (女性 ) 同平成 年 (女性 )13 47.3% 42.6% 13 53.1% 59.6%

同平成 年 (女性 ) 同平成 年 (女性 )07 33.8% 30.7% 07 53.5% 60.1%

③－２「Ｑ パートを選んだ理由」

「自分の都合の良い時間(日)に働きたいから」 (女性 )53.8% 58.6%

「勤務の時間が短いから」 (女性 )35.2% 38.2%

「就業調整のため」 (女性 )19.3% 21.9%

③－３「Ｑ 就業調整の有無」

「している」 全体 (平成 年 )、配偶者有 (女性 )15.6% 13 22.6% 18.3% 21.0%

「していない」全体 (平成 年 )、配偶者有 (女性 )73.3% 13 63.1% 74.0% 72.0%

※していない内訳

「する必要ない」 全体 (平成 年 )、配偶者有 (女性 )32.7% 13 35.0% 36.4% 38.9%

「気にしない」 全体 (平成 年 )、配偶者有 (女性 )36.1% 13 28.1% 32.1% 29.7%
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５、無償労働は社会的に評価すべき

【資料④ 「経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関する論点整理」】

(政府税制調査会。 月 日)より11 13

「人的控除についてのあり方について」

「実効税率の低下幅が低所得者ほど大きくなるなど、税負担の累進性を確保する

機能も有している 「諸外国の個人所得課税においても、我が国と同様に、納税」、

者の家族構成などの事情を踏まえつつ、一定水準までの所得には課税しないという

考え方が採られてる」などと分析。

「非正規雇用の増加により所得格差が拡大しており、…<中略>…家族のセーフテ

ィネット機能が低下している。これらの変化を踏まえると、…<中略>…

『人的控除』の重要性が高まっていると考えられる。税負担の調整における『人的

控除』の役割を高めるとともに、そのあり方を所得再分配機能の回復や家族のセー

フティネット機能の再構築とい った視点から見直していく必要がある」などと今

後の検討の方向性を示す。

◆まとめ

以上
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＜手当額の見直し＞

○ 手当額の見直しを行う場合、民間の水準を踏まえた上で適切な額とすべき。（２省庁）

＜激変緩和措置＞

○ 現在の手当受給者が減収となる場合には、激変緩和策としての経過措置を検討する必要がある。（４
省庁）

＜見直しを行う場合の財源の再配分＞

○ 仮に配偶者に係る扶養手当について見直しを行うのであれば、その財源を、子に係る手当の拡充に
用いるなど、扶養手当の総額が変わらないようにすべき。

＜収入制限額の設定＞

○ 現在、扶養手当に係る収入制限額は、社会保障制度に係る基準と同額となっているが、これを見直す
場合には、新たな独自の基準額を設けるのではなく、税制の収入制限額と同額に設定することなどによ
り、職員に混乱が生じないようにすべき。
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・ 配偶者手当の見直しは、職務を中心とした給与体系への移行、女性の社会進出の増加、
次世代育成の重要性の高まり、配偶者を有するか否かによって給与水準が異なること等に
ついての従業員間の公平性の観点など、社会情勢や従業員の意識の変化を踏まえて行わ
れている。

・ 見直しによって不利益となる従業員に配慮し、激変緩和措置を置くことが一般的。

・ 労使間で十分交渉を重ねた上で見直しがなされている。

・ 配偶者手当を廃止又は減額する場合には、人件費総額は変えず、見直しによって得られ
た原資は、基本給や、子などに係る手当等に配分されている。

・ 配偶者の収入を企業が正確に把握することが困難である中で、従前の運用に対する反省
も踏まえ、給与実務の観点を強く意識して見直しが行われるケースがある。

配偶者手当の見直しの経緯、実施の手順、内容等に係る特徴
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